
 

令和２年長浜市議会１２月定例会 

議案書 
                                       

1 令和２年度長浜市一般会計補正予算（第９号） 

27 令和２年度長浜市国民健康保険特別会計（直診勘定）補正予算（第３号） 

37 令和２年度長浜市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

48 令和２年度長浜市休日急患診療所特別会計補正予算（第１号） 

56 令和２年度長浜市病院事業会計補正予算（第３号） 

62 令和２年度長浜市老人保健施設事業会計補正予算（第１号） 

65 令和２年度長浜市公共下水道事業会計補正予算（第１号） 

70 長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

72 長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部改正について 

73 長浜市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

76 長浜市恩給条例の一部改正について 

77 長浜市督促手数料及び延滞金徴収条例の一部改正について 

78 長浜市国民健康保険条例の一部改正について 

80 長浜市農業集落排水処理施設条例の一部改正について 

81 長浜市公共下水道事業に係る受益者の負担に関する条例の一部改正について 

82 長浜市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

83 長浜市民スポーツ施設条例の一部改正について 

84 長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

87 長浜市教育大綱の策定について 

90 工事請負契約について 

91 湯田まちづくりセンターの指定管理者の指定について 

92 下草野まちづくりセンターの指定管理者の指定について 

93 指定管理者の指定に係る議決事項の一部変更について 

94 指定管理者の指定に係る議決事項の一部変更について 

  

 





議案第１１６号 

 

   令和２年度長浜市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和２年度長浜市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２８１，８８６千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ７０，３９７，９４５千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   
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第１表　歳入歳出予算補正

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

14 国庫支出金 19,405,488 26,678 19,432,166

2 国庫補助金 13,989,236 26,678 14,015,914

17 寄附金 98,177 1,647 99,824

1 寄附金 98,177 1,647 99,824

18 繰入金 6,345,256 32,540 6,377,796

1 基金繰入金 6,345,256 32,540 6,377,796

19 繰越金 205,813 37,621 243,434

1 繰越金 205,813 37,621 243,434

21 市債 5,199,200 183,400 5,382,600

1 市債 5,199,200 183,400 5,382,600

歳　　　　入　　　　合　　　　計 70,116,059 281,886 70,397,945
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歳出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 議会費 258,012 4,075 262,087

1 議会費 258,012 4,075 262,087

2 総務費 17,406,278 69,416 17,475,694

1 総務管理費 16,619,536 32,698 16,652,234

2 徴税費 371,991 2,859 374,850

3 戸籍住民基本台帳費 307,598 30,866 338,464

4 選挙費 26,214 2,608 28,822

5 統計調査費 52,766 354 53,120

6 監査委員費 28,173 31 28,204

3 民生費 20,648,442 110,016 20,758,458

1 社会福祉費 10,190,577 9,813 10,200,390

2 児童福祉費 8,554,104 93,037 8,647,141

3 生活保護費 1,903,761 7,166 1,910,927

4 衛生費 7,351,443 13,295 7,364,738

1 保健衛生費 7,351,443 13,295 7,364,738

6 農林水産業費 2,261,392 6,622 2,268,014

1 農業費 2,097,085 6,622 2,103,707

7 商工費 2,540,884 16,835 2,557,719

1 商工費 2,540,884 16,835 2,557,719

8 土木費 5,560,327 △26,720 5,533,607

1 土木管理費 420,570 △19,183 401,387

2 道路橋梁費 1,950,366 △7,486 1,942,880

3 河川費 377,348 △226 377,122

4 都市計画費 2,583,163 △5,811 2,577,352

5 住宅費 228,880 5,986 234,866

10 教育費 6,055,335 88,347 6,143,682

1 教育総務費 1,328,823 △38,719 1,290,104

2 小学校費 1,529,273 19 1,529,292

4 幼稚園費 694,190 △37,551 656,639

5 社会教育費 952,544 △15,086 937,458

6 保健体育費 870,933 179,684 1,050,617

歳　　　　出　　　　合　　　　計 70,116,059 281,886 70,397,945

- 3 -



第２表　繰越明許費補正

追加 （単位：千円）

款

３ 民生費 認定こども園園舎等維持管理経費 34,000

６ 農林水産業費 かんがい排水事業 14,200

８ 土木費 雪寒対策費 33,000

住宅建築改修等支援事業 10,000

１０ 教育費 幼稚園園舎等維持管理経費 9,000

スポーツ施設整備事業 61,055

第３表　債務負担行為補正

追加

第４表　地方債補正

変更

６ 保健体育費

項 事　　業　　名 金　額

２ 児童福祉費

１ 農業費

４ 幼稚園費

２ 道路橋梁費

５ 住宅費

事項

湯田まちづくりセンター指定管理
料

下草野まちづくりセンター指定管
理料

学校ICT支援員配置業務

期間 限度額

令和3年度から
令和5年度まで

40,509千円

令和3年度から
令和5年度まで

30,117千円

令和3年度から
令和4年度まで

40,000千円

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

6.0%以内

補正前 補正前 補正前

と同じ と同じ と同じ

政府資金及び滋
賀県市町振興資
金貸付金につい
ては、その融資

条件により、銀
行その他の場合
には、その債権
者と協定するも

のによる。ただ
し、市財政の都
合により、据置
期間及び償還期
限を短縮し、又

は、繰上償還若
しくは、低利に
借換えすること
ができる。

起債の目的
補正前

（ただし、政
府資金及び地
方公共団体金

融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお

いては、当該
見直し後の利
率）

補正後

幼稚園施設整備

事業
8,000

199,100

31,000

普通貸借

又　　は
証券発行

保健体育施設整

備事業
38,700
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令和２年度長浜市一般会計 

 

補正予算（第９号）説明書 

 

 

- 5 -



歳入

（款） 14 国庫支出金

（項）  2 国庫補助金

2 総務費国庫補助金 12,004,851 13,754 12,018,605

3 民生費国庫補助金 645,849 1,205 647,054

10 教育費国庫補助金 411,271 11,719 422,990

13,989,236 26,678 14,015,914

（款） 17 寄附金

（項）  1 寄附金

4 衛生費寄附金 17,877 1,647 19,524

98,177 1,647 99,824

（款） 18 繰入金

（項）  1 基金繰入金

1 財政調整基金繰入金 2,452,069 18,281 2,470,350

25 公共施設等整備基金繰入金 191,212 11,859 203,071

30 新型コロナウイルスに立ち向かう医 31,198 2,400 33,598

療従事者を応援する基金繰入金

6,345,256 32,540 6,377,796

（款） 19 繰越金

（項）  1 繰越金

1 繰越金 205,813 37,621 243,434

205,813 37,621 243,434

（款） 21 市債

（項）  1 市債

10 教育債 139,500 183,400 322,900

5,199,200 183,400 5,382,600計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

金　　額

1 総務管理費補助金 13,754 通知カード・個人番号カード関連事務費補助金 13,754

1 しょうがい者福祉費補助金 1,205 しょうがい者総合支援事業費補助金 1,205

3 幼稚園費補助金 11,719 幼稚園施設整備費補助金 11,719

（単位：千円）

金　　額

1 保健衛生費寄附金 1,647

（単位：千円）

金　　額

1 財政調整基金繰入金 18,281

1 公共施設等整備基金繰入金 11,859

1 新型コロナウイルスに立ち 2,400

向かう医療従事者を応援す

る基金繰入金

（単位：千円）

金　　額

1 前年度繰越金 37,621

（単位：千円）

金　　額

2 幼稚園施設整備事業債 23,000 幼稚園整備事業債 23,000

4 保健体育施設整備事業債 160,400 体育施設整備事業債 106,400

体育施設除却事業債 54,000

説　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　分

説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分

説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分

- 7 -



歳出

（款）  1 議会費

（項）  1 議会費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 議会費 258,012 4,075 262,087 4,075

258,012 4,075 262,087 4,075

（款）  2 総務費

（項）  1 総務管理費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 一般管理費 1,740,444 45,636 1,786,080 45,636

7 支所費 914,185 △12,938 901,247 △12,938

16,619,536 32,698 16,652,234 32,698

（款）  2 総務費

（項）  2 徴税費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 税務総務費 287,711 2,859 290,570 2,859

371,991 2,859 374,850 2,859

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
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（単位：千円）

2 給 料 2,045 □職員給与費（５人） 4,075

3 職 員 手 当 等 1,338   給料 2,045

4 共 済 費 692   職員手当等 1,338

  共済費 692

（単位：千円）

1 報 酬 5,188 □職員給与費（１１３人） 21,053

2 給 料 13,733   給料 6,826

3 職 員 手 当 等 11,516   職員手当等 9,338

4 共 済 費 7,237   共済費 4,889

5 災 害 補 償 費 7,788 □人事管理事務経費 24,583

8 旅 費 174   報酬 5,188

  給料 6,907

  職員手当等 2,178

  共済費 2,348

  災害補償費 7,788

  旅費 174

2 給 料 △6,390 □職員給与費（９６人） △12,938

3 職 員 手 当 等 △4,418   給料 △6,390

4 共 済 費 △2,130   職員手当等 △4,418

  共済費 △2,130

（単位：千円）

2 給 料 △712 □職員給与費（３６人） 2,859

3 職 員 手 当 等 3,604   給料 △712

4 共 済 費 △33   職員手当等 3,604

  共済費 △33

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明
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（款）  2 総務費

（項）  3 戸籍住民基本台帳費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 戸籍住民基本台帳 307,598 30,866 338,464 13,754 17,112

費

307,598 30,866 338,464 13,754 17,112

（款）  2 総務費

（項）  4 選挙費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 選挙管理委員会費 26,214 2,608 28,822 2,608

26,214 2,608 28,822 2,608

（款）  2 総務費

（項）  5 統計調査費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 統計調査総務費 6,101 354 6,455 354

52,766 354 53,120 354計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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（単位：千円）

1 報 酬 3,054 □職員給与費（１５人） 17,112

2 給 料 8,041   給料 7,576

3 職 員 手 当 等 6,514   職員手当等 6,402

4 共 済 費 3,739   共済費 3,134

8 旅 費 128 □戸籍住民基本台帳管理事務経費 13,754

10 需 用 費 919   報酬 3,054

11 役 務 費 6,720   給料 465

12 委 託 料 1,650   職員手当等 112

13 使用料及び賃 101   共済費 605

借 料   旅費 128

  消耗品費 711

  印刷製本費 208

  通信運搬費 6,720

  情報システム委託料 1,650

  使用料及び賃借料 101

（単位：千円）

2 給 料 971 □職員給与費（３人） 2,608

3 職 員 手 当 等 1,388   給料 971

4 共 済 費 249   職員手当等 1,388

  共済費 249

（単位：千円）

3 職 員 手 当 等 249 □職員給与費（１人） 354

4 共 済 費 105   職員手当等 249

  共済費 105

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額
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（款）  2 総務費

（項）  6 監査委員費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 監査委員費 28,173 31 28,204 31

28,173 31 28,204 31

（款）  3 民生費

（項）  1 社会福祉費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 社会福祉総務費 3,144,056 △2,282 3,141,774 △2,282

2 地域総合センター 193,405 △508 192,897 △508

費

3 しょうがい福祉費 3,885,081 2,410 3,887,491 1,205 1,205

4 老人福祉費 1,983,153 10,193 1,993,346 10,193

10,190,577 9,813 10,200,390 1,205 8,608

（款）  3 民生費

（項）  2 児童福祉費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 児童福祉総務費 3,087,525 19,764 3,107,289 19,764

4 保育所費 1,839,799 11,520 1,851,319 11,520

5 認定こども園費 3,027,184 61,753 3,088,937 8,689 17,100 35,964

一般財源
目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
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（単位：千円）

2 給 料 677 □職員給与費（３人） 31

3 職 員 手 当 等 △659   給料 677

4 共 済 費 13   職員手当等 △659

  共済費 13

（単位：千円）

2 給 料 △3,426 □職員給与費（６０人） △2,282

3 職 員 手 当 等 1,115   給料 △3,426

4 共 済 費 29   職員手当等 1,115

  共済費 29

2 給 料 △110 □職員給与費（６人） △508

3 職 員 手 当 等 △293   給料 △110

4 共 済 費 △105   職員手当等 △293

  共済費 △105

12 委 託 料 2,410 □しょうがい者自立支援給付事業費 2,410

  情報システム委託料 2,410

27 繰 出 金 10,193 □介護保険特別会計繰出金 10,193

（単位：千円）

2 給 料 9,684 □職員給与費（１７人） 19,764

3 職 員 手 当 等 6,563   給料 9,684

4 共 済 費 3,517   職員手当等 6,563

  共済費 3,517

2 給 料 10,345 □職員給与費（４７人） 11,520

3 職 員 手 当 等 △563   給料 10,345

4 共 済 費 1,738   職員手当等 △563

  共済費 1,738

2 給 料 24,245 □職員給与費（１７９人） 27,753

3 職 員 手 当 等 △264   給料 24,245

4 共 済 費 3,772   職員手当等 △264

14 工 事 請 負 費 34,000   共済費 3,772

□認定こども園園舎等維持管理経費 34,000

  整備事業費 34,000

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明
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（款）  3 民生費

（項）  2 児童福祉費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

8,554,104 93,037 8,647,141 8,689 17,100 67,248

（款）  3 民生費

（項）  3 生活保護費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 生活保護総務費 153,761 7,166 160,927 7,166

1,903,761 7,166 1,910,927 7,166

（款）  4 衛生費

（項）  1 保健衛生費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 保健衛生総務費 6,145,546 6,654 6,152,200 4,047 2,607

8 保健センター費 396,766 6,641 403,407 6,641

7,351,443 13,295 7,364,738 4,047 9,248

（款）  6 農林水産業費

（項）  1 農業費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2 農業総務費 301,382 6,622 308,004 6,622

2,097,085 6,622 2,103,707 6,622

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

特　　　定　　　財　　　源
一般財源

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源
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（単位：千円）

（単位：千円）

2 給 料 2,188 □職員給与費（１７人） 7,166

3 職 員 手 当 等 4,358   給料 2,188

4 共 済 費 620   職員手当等 4,358

  共済費 620

（単位：千円）

2 給 料 4,523 □職員給与費（１７人） 2,607

3 職 員 手 当 等 △2,846   給料 4,523

4 共 済 費 930   職員手当等 △2,846

18 負担金、補助 2,400   共済費 930

及 び 交 付 金 □救急医療体制運営事業費 2,400

24 積 立 金 1,647   新型コロナウイルス感染症対策支援交付金 2,400

□保健衛生総務管理事務経費 1,647

  新型コロナウイルスに立ち向かう医療従事者を応援する基金積立金 1,647

2 給 料 3,038 □職員給与費（４３人） 6,641

3 職 員 手 当 等 2,089   給料 3,038

4 共 済 費 1,514   職員手当等 2,089

  共済費 1,514

（単位：千円）

2 給 料 5,959 □職員給与費（３４人） 6,622

3 職 員 手 当 等 154   給料 5,959

4 共 済 費 509   職員手当等 154

  共済費 509

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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（款）  7 商工費

（項）  1 商工費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 商工総務費 226,843 16,835 243,678 16,835

2,540,884 16,835 2,557,719 16,835

（款）  8 土木費

（項）  1 土木管理費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 土木総務費 386,266 △19,183 367,083 △19,183

420,570 △19,183 401,387 △19,183

（款）  8 土木費

（項）  2 道路橋梁費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 道路橋梁総務費 220,343 △7,486 212,857 △7,486

1,950,366 △7,486 1,942,880 △7,486

（款）  8 土木費

（項）  3 河川費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 河川総務費 60,513 △226 60,287 △226

377,348 △226 377,122 △226

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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（単位：千円）

2 給 料 6,317 □職員給与費（２９人） 16,835

3 職 員 手 当 等 4,669   給料 6,317

4 共 済 費 5,849   職員手当等 4,669

  共済費 5,849

（単位：千円）

2 給 料 △9,854 □職員給与費（３６人） △19,183

3 職 員 手 当 等 △6,568   給料 △9,854

4 共 済 費 △2,761   職員手当等 △6,568

  共済費 △2,761

（単位：千円）

2 給 料 △2,668 □職員給与費（１９人） △7,486

3 職 員 手 当 等 △3,704   給料 △2,668

4 共 済 費 △1,114   職員手当等 △3,704

  共済費 △1,114

（単位：千円）

2 給 料 △31 □職員給与費（３人） △226

3 職 員 手 当 等 △104   給料 △31

4 共 済 費 △91   職員手当等 △104

  共済費 △91

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額
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（款）  8 土木費

（項）  4 都市計画費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 都市計画総務費 2,046,396 △5,811 2,040,585 △5,811

2,583,163 △5,811 2,577,352 △5,811

（款）  8 土木費

（項）  5 住宅費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 住宅管理費 213,920 △4,014 209,906 △4,014

2 住環境対策費 14,960 10,000 24,960 10,000

228,880 5,986 234,866 5,986

（款） 10 教育費

（項）  1 教育総務費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2 事務局費 883,570 △38,719 844,851 △38,719

1,328,823 △38,719 1,290,104 △38,719

（款） 10 教育費

（項）  2 小学校費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 小学校管理費 709,077 19 709,096 19

1,529,273 19 1,529,292 19

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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（単位：千円）

2 給 料 △3,361 □職員給与費（２３人） △5,811

3 職 員 手 当 等 △1,612   給料 △3,361

4 共 済 費 △838   職員手当等 △1,612

  共済費 △838

（単位：千円）

2 給 料 △3,549 □職員給与費（７人） △5,449

3 職 員 手 当 等 △684   給料 △3,549

4 共 済 費 △1,216   職員手当等 △684

21 補償、補填及 1,435   共済費 △1,216

び 賠 償 金 □市営住宅管理事業費 1,435

  賠償金 1,435

18 負担金、補助 10,000 □住宅建築改修等支援事業費 10,000

及 び 交 付 金   在宅環境改善住宅改修支援事業助成金 10,000

（単位：千円）

2 給 料 △18,624 □職員給与費（９３人） △38,719

3 職 員 手 当 等 △11,492   給料 △18,624

4 共 済 費 △8,603   職員手当等 △11,492

  共済費 △8,603

（単位：千円）

2 給 料 14 □職員給与費（１人） 19

3 職 員 手 当 等 △10   給料 14

4 共 済 費 15   職員手当等 △10

  共済費 15

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額
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（款） 10 教育費

（項）  4 幼稚園費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 幼稚園管理費 694,190 △37,551 656,639 3,030 5,900 △46,481

694,190 △37,551 656,639 3,030 5,900 △46,481

（款） 10 教育費

（項）  5 社会教育費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2 生涯学習費 237,819 △3,171 234,648 △3,171

6 文化施設費 319,793 △60 319,733 △60

8 図書館費 285,260 △11,855 273,405 △11,855

952,544 △15,086 937,458 △15,086

（款） 10 教育費

（項）  6 保健体育費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3 体育施設費 225,381 179,314 404,695 160,400 11,859 7,055

4 学校給食費 514,121 370 514,491 370

870,933 179,684 1,050,617 160,400 11,859 7,425計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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（単位：千円）

2 給 料 △20,957 □職員給与費（５２人） △46,551

3 職 員 手 当 等 △18,478   給料 △20,957

4 共 済 費 △7,116   職員手当等 △18,478

14 工 事 請 負 費 9,000   共済費 △7,116

□幼稚園園舎等維持管理経費 9,000

  整備事業費 9,000

（単位：千円）

2 給 料 △829 □職員給与費（２人） △3,171

3 職 員 手 当 等 △1,888   給料 △829

4 共 済 費 △454   職員手当等 △1,888

  共済費 △454

2 給 料 △190 □職員給与費（１０人） △60

3 職 員 手 当 等 198   給料 △190

4 共 済 費 △68   職員手当等 198

  共済費 △68

2 給 料 △4,325 □職員給与費（１１人） △11,855

3 職 員 手 当 等 △5,680   給料 △4,325

4 共 済 費 △1,850   職員手当等 △5,680

  共済費 △1,850

（単位：千円）

11 役 務 費 455 □スポーツ施設整備事業費 179,314

12 委 託 料 600   手数料 455

14 工 事 請 負 費 178,259   廃棄物処理業務委託料 600

  整備事業費 178,259

2 給 料 134 □職員給与費（５人） 370

3 職 員 手 当 等 82   給料 134

4 共 済 費 154   職員手当等 82

  共済費 154

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額
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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後

長　等 3 28,200 4,653 3.35 48 32,901 4,710 37,611

議　員 25 109,348 37,084 3.35 146,432 39,632 186,064

その他の特別職 1,961 102,213 102,213 102,213

計 1,989 211,561 28,200 41,737 48 281,546 44,342 325,888

補正前

長　等 3 28,200 4,794 3.40 48 33,042 6,832 39,874

議　員 25 109,348 37,084 3.40 146,432 39,632 186,064

その他の特別職 1,961 102,213 102,213 102,213

計 1,989 211,561 28,200 41,878 48 281,687 46,464 328,151

比　較

長　等 △ 141 △ 0.05 △ 141 △ 2,122 △ 2,263

議　員 △ 0.05

その他の特別職

計 △ 141 △ 141 △ 2,122 △ 2,263

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

補正後 1,584 (843) 784,045 4,849,672 3,283,237 8,916,954 1,570,724 10,487,678

補正前 1,576 (833) 775,803 4,832,784 3,300,582 8,909,169 1,564,299 10,473,468

比　較 8 (10) 8,242 16,888 △ 17,345 7,785 6,425 14,210

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

退職手当

補正後 106,479 96,251 30,737 199,079 444,571 3,168 1,822 1,102,661 601,206 147,263 550,000

補正前 107,243 97,325 32,804 204,804 451,516 3,168 2,041 1,106,505 597,874 147,302 550,000

比　較 △ 764 △ 1,074 △ 2,067 △ 5,725 △ 6,945 △ 219 △ 3,844 3,332 △ 39

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

補正後 983 (0) 3,500,786 2,853,978 6,354,764 1,208,072 7,562,836

補正前 980 (0) 3,491,270 2,873,613 6,364,883 1,204,600 7,569,483

比　較 3 9,516 △ 19,635 △ 10,119 3,472 △ 6,647

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

退職手当

補正後 106,479 60,456 30,737 199,079 350,999 2,664 1,822 841,937 601,206 108,599 550,000

補正前 107,243 61,827 32,804 204,804 358,205 2,664 2,041 847,292 597,874 108,859 550,000

比　較 △ 764 △ 1,371 △ 2,067 △ 5,725 △ 7,206 △ 219 △ 5,355 3,332 △ 260
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

補正後 601 (843) 784,045 1,348,886 429,259 2,562,190 362,652 2,924,842

補正前 596 (833) 775,803 1,341,514 426,969 2,544,286 359,699 2,903,985

比　較 5 (10) 8,242 7,372 2,290 17,904 2,953 20,857

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

退職手当

補正後 35,795 93,572 504 260,724

補正前 35,498 38,443

38,664

261

93,311 504 259,213

比　較 297

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

1,511 221

給料 16,888

16,888

職員手当 △ 17,345 △ 16,759

△ 586

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)
医療職

(3)
再任用

令和２年
１０月１日

現在

平均給料月額 323,025 398,804 277,333 301,521 278,400 213,967

平均給与月額 402,767 509,396 328,719 354,083 366,812 232,634

平均年齢（歳） 42歳10月 48歳2月 35歳10月 53歳6月 41歳7月 61歳7月

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 - -

短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700 215,200

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 - -

短大卒（中級） - - - 177,400 200,700

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600
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　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和２年１０月1日
現在

1 43 6.9 1 1 59 21.0 1

2 66 10.5 2 17 60.7 2 79 28.1 2 4 21.1

3 109 17.4 3 8 28.6 3 56 19.9 3 4 21.1

4 177 28.3 4 3 10.7 4 42 14.9 4 11 57.8

5 137 21.9 5 25 9.0

6 64 10.2 6 20 7.1

7 30 4.8 7

計 626 100 計 28 100 計 281 100 計 19 100

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和２年１０月1日
現在

1 1 1 1 10 35.7

2 2 2 2 13 46.5

3 3 3 1 100 3 1 3.6

4 4 4 4 2 7.1

5 5 5

6 6 6 2 7.1

7 7

計 計 計 1 100 計 28 100

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長
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　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和２年１０月１日現在）

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

（1）
医療職

（2）
医療職

（3）

給料総額に対する比率(%) 0.04 0.06 - - 0.06 - - -

支給対象職員の比率(%)
（令和２年１０月１日現在）

7.53 11.50 - - 10.53

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

工事現場監督等従事手当、福祉事務従事手当、市税等滞納処分従事手当

　ク その他の手当
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      （単位：千円）

事          項 限 度 額

 期  間 金  額  期  間 金  額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
 令和3年度から
 令和5年度まで
 令和3年度から
 令和5年度まで
 令和3年度から
 令和4年度まで

債務負担行為で令和３年度以降にわたるものについての令和元年度末までの支出額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 、 及 び 令 和 ２ 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令和元年度末までの 令和２年度以降の  左 の 財 源 内 訳

 特 定 財 源

40,000 40,000

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額

40,000学校ICT支援員配置業務

40,509

30,117 30,117
下草野まちづくりセンター指定管理
料

30,117

湯田まちづくりセンター指定管理料 40,509 40,509

-
 2

6
 -



議案第１１７号 

 

   令和２年度長浜市国民健康保険特別会計（直診勘定）補正予算（第３号） 

 

 令和２年度長浜市国民健康保険特別会計（直診勘定）補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２００千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ２０４，２００千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   
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第１表　歳入歳出予算補正

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4 県支出金 0 200 200

2 県補助金 0 200 200

歳　　　　入　　　　合　　　　計 204,000 200 204,200

歳出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 163,888 200 164,088

1 施設管理費 163,888 200 164,088

歳　　　　出　　　　合　　　　計 204,000 200 204,200
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第２表　債務負担行為補正

変更

限度額 期間 限度額

浅井診療所指定管理料 18,333千円
令和3年度から
令和4年度まで

36,666千円令和3年度

事項
補正前 補正後

期間
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令和２年度長浜市国民健康保険特別会計 

 

（直診勘定）補正予算（第３号）説明書 
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歳入

（款）  4 県支出金

（項）  2 県補助金

1 新型コロナウイルス感染症対応従事 0 200 200

者慰労金

0 200 200計

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

金　　額

1 新型コロナウイルス感染症 200

対応従事者慰労金

説　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　分
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歳出

（款）  1 総務費

（項）  1 施設管理費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 一般管理費 163,888 200 164,088 200

163,888 200 164,088 200

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
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（単位：千円）

7 報 償 費 200 □中之郷歯科診療所費 200

  報償費 200

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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      （単位：千円）

事          項 限 度 額

 期  間 金  額  期  間 金  額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
令和3年度から
令和4年度まで 36,666浅井診療所指定管理料 36,666 36,666

債務負担行為で令和３年度以降にわたるものについての令和元年度末までの支出額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 、 及 び 令 和 ２ 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令和元年度末までの 令和２年度以降の  左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額  特 定 財 源

-
 3

6
 -



議案第１１８号 

 

   令和２年度長浜市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和２年度長浜市介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４，１６４千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，２３４，４５４千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   
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第１表　歳入歳出予算補正

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4 国庫支出金 2,836,003 3,971 2,839,974

2 国庫補助金 821,697 3,971 825,668

8 繰入金 1,822,137 10,193 1,832,330

1 他会計繰入金 1,822,137 10,193 1,832,330

歳　　　　入　　　　合　　　　計 12,220,290 14,164 12,234,454

歳出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 310,634 14,164 324,798

1 総務管理費 231,381 11,392 242,773

3 介護認定審査会費 61,432 2,772 64,204

歳　　　　出　　　　合　　　　計 12,220,290 14,164 12,234,454
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令和２年度長浜市介護保険特別会計 

 

補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 説 明 書 
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歳入

（款）  4 国庫支出金

（項）  2 国庫補助金

4 介護保険事業費補助金 850 3,971 4,821

821,697 3,971 825,668

（款）  8 繰入金

（項）  1 他会計繰入金

1 一般会計繰入金 1,822,137 10,193 1,832,330

1,822,137 10,193 1,832,330計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

金　　額

1 介護保険事業費補助金 3,971

（単位：千円）

金　　額

3 その他一般会計繰入金 10,193

説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分
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歳出

（款）  1 総務費

（項）  1 総務管理費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 一般管理費 226,152 11,392 237,544 2,585 8,807

231,381 11,392 242,773 2,585 8,807

（款）  1 総務費

（項）  3 介護認定審査会費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 介護認定審査会費 23,516 2,772 26,288 1,386 1,386

61,432 2,772 64,204 1,386 1,386

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

2 給 料 456 □職員給与費（２２人） 6,222

3 職 員 手 当 等 4,747   給料 456

4 共 済 費 1,019   職員手当等 4,747

12 委 託 料 5,170   共済費 1,019

□介護保険一般管理事務経費 5,170

  情報システム委託料 5,170

（単位：千円）

12 委 託 料 2,772 □介護認定審査会運営経費 2,772

  情報システム委託料 2,772

説　　　　　　　　　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

△ 557 △ 180 28比　較 456 215 △ 576 5,541

10,123 20,204 14,521 2,537

14,341 2,565

補正前 1,494 1,293 576 3,053

退職手当

補正後 1,950 1,508 3,053 15,664 19,647

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

1,019 6,402

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

28,034 164,903

比　較 456 4,927 5,383

29,053 171,305

補正前 22 (0) 83,068 53,801 136,869

計

補正後 22 (0) 83,524 58,728 142,252

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

△ 557 △ 180 28比　較 456 215 △ 576 5,541

12,440 25,442 14,521 3,366

14,341 3,394

補正前 1,494 1,878 576 3,053

退職手当

補正後 1,950 2,093 3,053 17,981 24,885

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

1,019 6,402

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

34,468 222,797

比　較 456 4,927 5,383

35,487 229,199

補正前 33 (13) 14,827 110,732 62,770 188,329

計

補正後 33 (13) 14,827 111,188 67,697 193,712

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

計

その他の特別職

議　員
比　較

長　等

15,131 15,131

15,131 15,131

計 125 15,131

その他の特別職 125 15,131

議　員
補正前

長　等

15,131 15,131

15,131

計 125 15,131

その他の特別職 125 15,131 15,131

議　員

（千円）

補正後

長　等

（千円）

報酬

（千円）

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考給料

期末
手当
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

200,700短大卒（中級） - - - 177,400

医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

215,200短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 - -

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

350,579

平均年齢（歳） 43歳10月 44歳4月

309,100

平均給与月額 401,110

医療職
(2)

医療職
(3)

再任用

令和２年
１０月１日

現在

平均給料月額 315,829

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)

5,320

456

職員手当 4,927 △ 393

給料 456

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

比　較

5,238 829補正前 585 2,317

2,317 5,238 829

勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

単身赴任
手当

退職手当

補正後 585

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当

比　較

6,434 57,894

補正前 14,827 27,664 8,969 51,460 6,434 57,894

計

補正後 11 (13) 14,827 27,664 8,969 51,460

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

11 (13)
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　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

技能職 技能職

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

行政職 主事 主事 主査

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

６級 ７級区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

計 1 100 計計 計

7

6

5

4

3 1 100

2

構成比
（％）

令和２年１０月1日
現在

1

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

計 計計 21 100 計

7

6

5 5 23.8

4 8 38.2

3 4 19.0

2 2 9.5

令和２年１０月1日
現在

1 2 9.5

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数

（人）
構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

- 46 -



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和２年１０月１日現在）

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

　ク その他の手当

- - - -

支給対象職員の比率(%)
（令和２年１０月１日現在）

- - - - -

幼児
教育職

技能
労務職

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

給料総額に対する比率(%) - - - -

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）
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議案第１１９号 

 

   令和２年度長浜市休日急患診療所特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和２年度長浜市休日急患診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１００千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ４３，１００千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   
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第１表　歳入歳出予算補正

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

7 県支出金 0 100 100

2 県補助金 0 100 100

歳　　　　入　　　　合　　　　計 43,000 100 43,100

歳出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 衛生費 42,000 100 42,100

1 保健衛生費 42,000 100 42,100

歳　　　　出　　　　合　　　　計 43,000 100 43,100
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令 和 ２ 年 度 長 浜 市 休 日 急 患診療所特 別会 計 

 

補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） 説 明 書 
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歳入

（款）  7 県支出金

（項）  2 県補助金

1 衛生費県補助金 0 100 100

0 100 100計

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

金　　額

1 保健衛生費補助金 100 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金 100

説　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　分

- 53 -



歳出

（款）  1 衛生費

（項）  1 保健衛生費

内　　訳

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 診療所運営費 42,000 100 42,100 100

42,000 100 42,100 100

一般財源

計

目 補正前の額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源

特　　　定　　　財　　　源
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（単位：千円）

7 報 償 費 100 □診療所管理運営費 100

  報償費 100

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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議案第１２０号 

 

令和２年度長浜市病院事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和２年度長浜市病院事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和２年度長浜市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた第１

款 長浜病院事業収益の第２項の次に「第３項 特別利益」を、第２款 湖北病院事業収

益の第２項の次に「第３項 特別利益」を、第１款 長浜病院事業費用の第３項の次に「第

４項 特別損失」を、第２款 湖北病院事業費用の第３項の次に「第４項 特別損失」を

加え、収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 

（科       目）        （既決予定額）    （補正予定額）     （   計   ） 

収                        入 

第１款 長浜病院事業収益    14,077,184千円   196,860千円   14,274,044千円 

第１項 医業収益         13,056,158千円  △249,676千円   12,806,482千円 

第２項 医業外収益         1,021,026千円   326,536千円    1,347,562千円 

第３項 特別利益                  0千円   120,000千円      120,000千円 

 

第２款 湖北病院事業収益     3,200,000千円       43,249千円    3,243,249千円 

第１項 医業収益          2,602,197千円   △92,820千円  2,509,377千円 

第２項 医業外収益           597,803千円    98,969千円    696,772千円 

第３項 特別利益                  0千円    37,100千円       37,100千円 

支                        出 

第１款 長浜病院事業費用    14,077,184千円   196,860千円   14,274,044千円 

第１項 医業費用         13,684,324千円     73,860千円   13,758,184千円 

第２項 医業外費用           387,860千円     3,000千円      390,860千円 

第４項 特別損失                  0千円   120,000千円      120,000千円 

 

第２款 湖北病院事業費用     3,200,000千円       43,249千円    3,243,249千円 

第１項 医業費用          3,054,979千円      5,499千円  3,060,478千円 

第２項 医業外費用           144,021千円       650千円    144,671千円 

第４項 特別損失                  0千円    37,100千円       37,100千円 

 

 （資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「９７６，８２０千円」を「９７５，９８４千円」に改め、
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第２款 湖北病院資本的収入の第２項の次に「第３項 補助金」を加え、資本的収入及び

支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 

（科       目）        （既決予定額）    （補正予定額）     （   計   ） 

収                        入 

第１款 長浜病院資本的収入   3,026,600千円     75,836千円   3,102,436千円 

第３項 補助金               1,500千円      75,836千円      77,336千円 

 

第２款 湖北病院資本的収入    222,572千円     21,164千円     243,736千円 

第３項 補助金                   0千円      21,164千円      21,164千円 

支                        出 

第１款 長浜病院資本的支出   3,875,844千円     58,000千円   3,933,844千円 

第１項 建設改良費       2,581,113千円      58,000千円    2,639,113千円 

 

第２款 湖北病院資本的支出    350,148千円     38,164千円     388,312千円 

第１項 建設改良費         195,211千円      38,164千円      233,375千円 

 

 （債務負担行為の補正） 

第４条 予算第５条の表に次の事項、期間及び限度額を加える。 

市立長浜病院 

一般医療機器購入事業 
令和３年度 ４０，０００千円 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

長浜市長 藤井 勇治 
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令和２年度長浜市病院事業会計 

 

補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ） 説 明 書 
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（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 14,077,184 196,860 14,274,044

事 業 収 益 1.医業収益 13,056,158 △ 249,676 12,806,482

1．入院収益 8,705,365 △ 249,676 8,455,689

２.医業外収益 1,021,026 326,536 1,347,562

２．補助金 26,433 322,536 348,969

７．その他医業外収益 105,530 4,000 109,530

３.特別利益 0 120,000 120,000

１．その他特別利益 0 120,000 120,000

２ ． 湖 北 病 院 3,200,000 43,249 3,243,249

事 業 収 益 1.医業収益 2,602,197 △ 92,820 2,509,377

1．入院収益 1,545,363 △ 92,820 1,452,543

２.医業外収益 597,803 98,969 696,772

２．補助金 749 96,829 97,578

７．その他医業外収益 57,155 2,140 59,295

３.特別利益 0 37,100 37,100

１．その他特別利益 0 37,100 37,100

（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 14,077,184 196,860 14,274,044

事 業 費 用 1.医業費用 13,684,324 73,860 13,758,184

２．材料費 3,728,922 16,000 3,744,922

３．経費 1,739,417 57,860 1,797,277

２.医業外費用 387,860 3,000 390,860

３．雑損失 19,184 3,000 22,184

４.特別損失 0 120,000 120,000

１．その他特別損失 0 120,000 120,000

２ ． 湖 北 病 院 3,200,000 43,249 3,243,249

事 業 費 用 1.医業費用 3,054,979 5,499 3,060,478

２．材料費 456,608 5,499 462,107

２.医業外費用 144,021 650 144,671

３．雑損失 9,000 650 9,650

４.特別損失 0 37,100 37,100

１．その他特別損失 0 37,100 37,100

令和２年度  長浜市病院事業会計補正予算（第３号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　入

支　　　　　出
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（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 3,026,600 75,836 3,102,436

資 本 的 収 入 ３.補助金 1,500 75,836 77,336

１．国補助金 1,000 75,836 76,836

２ ． 湖 北 病 院 222,572 21,164 243,736

資 本 的 収 入 ３.補助金 0 21,164 21,164

１．国補助金 0 21,164 21,164

（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 3,875,844 58,000 3,933,844

資 本 的 支 出 １.建設改良費 2,581,113 58,000 2,639,113

２．固定資産購入費 425,078 58,000 483,078

２ ． 湖 北 病 院 350,148 38,164 388,312

資 本 的 支 出 １.建設改良費 195,211 38,164 233,375

１．固定資産購入費 195,211 38,164 233,375

資本的収入及び支出

収　　　　　入

支　　　　　出
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期間 金額 期間 金額 医業収益 企業債

千円 千円 千円 千円 千円

市立長浜病院
一般医療機器購入事
業

40,000 令和３年度 40,000 40,000

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳
事項 限度額

前年度末までの支払義務発生額 当該年度以降の支払義務発生予定額

-
 6

1
 -



議案第１２１号 

 

令和２年度長浜市老人保健施設事業会計補正予算（第１号） 

 

 （総則） 

第１条 令和２年度長浜市老人保健施設事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和２年度長浜市老人保健施設事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 

（科       目）        （既決予定額）    （補正予定額）     （   計   ） 

収                        入 

第１款 老人保健施設事業収益 507,000千円    2,700千円     509,700千円 

  第３項 特別利益       13,000千円    2,700千円      15,700千円 

 

支                        出 

 第１款 老人保健施設事業費用 507,000千円    2,700千円    509,700千円 

  第３項 特別損失        13,000千円    2,700千円     15,700千円 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

長浜市長 藤井 勇治 
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令和２年度長浜市老人保健施設事業会計 

 

補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） 説 明 書 
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(単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

507,000 2,700 509,700

13,000 2,700 15,700

1.特別利益 13,000 2,700 15,700

(単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

507,000 2,700 509,700

13,000 2,700 15,700

1.特別損失 13,000 2,700 15,700
3.特別損失

1.老人保健施設
　 事 業 費 用

令和２年度長浜市老人保健施設事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

3.特別利益

1.老人保健施設
　 事 業 収 益
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議案第１２２号 

 

   令和２年度長浜市公共下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 （総則） 

第１条 令和２年度長浜市公共下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和２年度長浜市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定

めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 

   （科   目）    （既決予定額）  （補正予定額）    （計） 

支        出 

 第１款 下水道事業費用  3,813,222千円   △15,291千円   3,797,931千円 

  第２項 営業外費用    566,450千円   △15,291千円    551,159千円 

 

 （資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条本文中括弧書「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

1,716,127 千円は、当年度分損益勘定留保資金 1,379,862 千円、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額 67,468 千円、当年度利益剰余金処分額 268,797 千円で補

填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,726,605

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 67,468 千円、減債積立金

490,575 千円、過年度分損益勘定留保資金 262,966 千円、当年度分損益勘定留保資金

905,596 千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次の

とおり補正する。 

 

   （科   目）    （既決予定額）  （補正予定額）    （計） 

収        入 

 第１款 資本的収入    2,671,590千円    42,710千円   2,714,300千円 

  第１項 企業債     1,894,400千円    30,000千円   1,924,400千円 

  第３項 補助金      413,902千円    12,710千円     426,612千円 
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   （科   目）    （既決予定額）  （補正予定額）    （計） 

支        出 

 第１款 資本的支出    4,387,717千円    53,188千円   4,440,905千円 

  第１項 建設改良費   1,312,692千円    50,600千円   1,363,292千円 

  第２項 償還金     3,073,585千円     2,588千円   3,076,173千円 

 

 （企業債の補正） 

第４条 予算第５条に定めた起債の限度額を、次のとおり補正する。 

 

変更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

6.0%以内

普通貸借

又　　は

証券発行

補正前

と同じ

起債の目的
補正前 補正後

1,894,400下水道整備事業

政府資金及び滋
賀県市町振興資
金貸付金につい
ては、その融資
条件により、銀

行その他の場合
には、その債権
者と協定するも
のによる。ただ
し、市財政の都
合により、据置

期間及び償還期
限を短縮し、又
は、繰上償還若
しくは、低利に
借換えすること

ができる。

（ただし、政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に

ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

1,924,400
補正前

と同じ

補正前

と同じ

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

長浜市長  藤井 勇治   
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令和２年度長浜市公共下水道事業会計 

 

補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） 説 明 書 
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（単位：千円）

既決予定額 計 備　　　考

1 下水道事業 3,813,222 △15,291 3,797,931

費 用 2 営業外費用 566,450 △15,291 551,159

1 支払利息及び 526,350 △15,291 511,059 企業債利息

企業債取扱費 △15,291

補正予定額

令和２年度 長浜市公共下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

　  収益的収入及び支出

款 項 目

支　　　　出
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（単位：千円）

予 定 額 計 備　　　考

1 資本的収入 2,671,590 42,710 2,714,300

1 企 業 債 1,894,400 30,000 1,924,400

1 企 業 債 1,894,400 30,000 1,924,400 建設改良企業債

30,000

3 補 助 金 413,902 12,710 426,612

1 補 助 金 413,902 12,710 426,612 国庫補助金
12,000

県費補助金

710

（単位：千円）

予 定 額 計 備　　　考

1 資本的支出 4,387,717 53,188 4,440,905

1 建設改良費 1,312,692 50,600 1,363,292

1 管渠築造費 1,073,266 50,600 1,123,866 工事請負費

50,600

2 償 還 金 3,073,585 2,588 3,076,173

1 償 還 金 3,073,585 2,588 3,076,173 企業債償還金

2,588

補正予定額

　  資本的収入及び支出

款 項 目

収　　　　入

補正予定額

支　　　　出

款 項 目
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議案第１２３号 

 

長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 
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長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成18年長浜市条例第30号）の一部を次

のように改正する。 

第１１条中「介護休暇」を「家庭支援休暇」に改める。 

第１５条を次のように改める。 

（家庭支援休暇） 

第１５条 家庭支援休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母そ

の他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を

営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、又は不妊治療を受け

るために勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

２ 家庭支援休暇の期間は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期間

とする。 

(1) 職員が要介護者の介護をするために家庭支援休暇を取得する場合 任命権者が、規

則で定めるところによる職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６か月を超えない範囲内

で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において必要と認められる期間 

(2) 職員が不妊治療を受けるために家庭支援休暇を取得する場合 任命権者が、規則で

定めるところによる職員の申出に基づき、１回の申請につき、連続して６か月を超え

ない範囲内で指定する期間内において必要と認められる期間 

３ 家庭支援休暇については、給与条例第１１条の規定にかかわらず、その勤務しない１

時間につき、給与条例第１５条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

第１７条の見出し及び同条第１項中「介護休暇」を「家庭支援休暇」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下「改正前

の条例」という。）第１５条の規定により承認を受けた介護休暇は、この条例による改

正後の長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第１５条の規定により承認を受けた家庭支援休暇とみなす。この場合において、改正前

の条例第１５条第１項の規定により指定した期間は、改正後の条例第１５条第２項第１

号の規定により指定した期間とみなす。 
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議案第１２４号 

 

長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部改正について 

 

長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条 長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例（平成18年長浜市条例第42号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第２項ただし書中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００

分の１７０」を「１００分の１６５」に改める。 

第２条 長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項ただし書中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、 

「１００分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年

４月１日から施行する。 
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議案第１２５号 

 

長浜市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

長浜市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 
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長浜市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （長浜市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 長浜市職員の給与に関する条例（平成18年長浜市条例第45号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１６条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改め、同条第３項

中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改める。 

第２条 長浜市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第１６条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改め、同条第

３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改める。 

（長浜市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 長浜市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成24年長浜市条例第33号）

の一部を次のように改正する。 

第８条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の１７０」

を「１００分の１６５」に改める。 

第４条 長浜市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。 

第８条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、「１００分の

１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

（長浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 長浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年長浜市条例

第37号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項を次のように改める。 

フルタイム会計年度任用職員の期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条

においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム職員（任

期が６か月以上の者に限る。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める

日に支給する。これらの基準日前１か月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計

年度任用職員についても、同様とする。 

第１６条第２項中「６月」を「６か月」に、「のフルタイム会計年度任用職員」を

「の者」に改め、同条第３項中「６月未満」を「６か月未満」に、「６月以上に」を

「６か月以上に」に、「６月以上のフルタイム会計年度任用職員」を「６か月以上の者」

に改め、同条に次の２項を加える。 

４ フルタイム会計年度任用職員の期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０

を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) ６か月 １００分の１００ 

(2) ５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

(3) ３か月以上５か月未満 １００分の６０ 

(4) ３か月未満 １００分の３０ 

５ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び
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これに対する地域手当の月額の合計額とする。 

第２２条第４項中「１月」を「１か月」に改める。 

第２６条第１項中「給与条例」を削り、「６月」を「６か月」に、「第４項」を「第

５項」に改め、「及び扶養手当」を削り、「並びにこれら」を「及びこれ」に、「１月」

を「１か月」に改め、同条第２項及び第３項を削る。 

第６条 長浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改

正する。 

第１６条第４項中「１００分の１３０」を「１００分の１２７．５」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条の

規定は、令和３年４月１日から施行する。 
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議案第１２６号 

 

長浜市恩給条例の一部改正について 

 

長浜市恩給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市恩給条例の一部を改正する条例 

 

長浜市恩給条例（平成18年長浜市条例第50号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項ただし書を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている退隠料又は遺族扶助料を受ける権利は、

この条例の施行の日以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 
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議案第１２７号 

 

長浜市督促手数料及び延滞金徴収条例の一部改正について 

 

長浜市督促手数料及び延滞金徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市督促手数料及び延滞金徴収条例の一部を改正する条例 

 

長浜市督促手数料及び延滞金徴収条例（平成18年長浜市条例第75号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第２項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割

合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。）」に、

「。以下この項において」を「。以下」に改め、「（以下この項において「特例基準割合

適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年における特例基準割合」を「そ

の年における延滞金特例基準割合」に、「当該特例基準割合に」を「当該延滞金特例基準

割合に」に改める。 

附則中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に

次の１項を加える。 

３ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項に規定する加

算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年０．１パーセント未満の割合であると

きは、年０．１パーセントの割合とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の附則第２項及び第３項の規定は、令和３年１月１日以後の期

間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお

従前の例による。 
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議案第１２８号 

 

長浜市国民健康保険条例の一部改正について 

 

長浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 
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長浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

長浜市国民健康保険条例（平成18年長浜市条例第98号）の一部を次のように改正する。 

第３２条第１項第１号中「地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額」を「地方税法

第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保

険者及び特定同一世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給

与所得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第２８条第

１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者

（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下

この号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方税法第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年

齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年

齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（次号及び第３号において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第３１４条の２第

２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加えた金額）」に改め、同項第２号及び第３号中「地方税法第３１４条の２第２

項に掲げる金額」を「地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のう

ち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）」に改める。 

附則第５条中「「地方税法第３１３条第３項」と」の次に「、「１１０万円」とあるの

は「１２５万円」と」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第３２条第１項及び附則第５条の規定は、令和３年度以後の

年度分の保険料について適用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 
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議案第１２９号 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部改正について 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例（平成18年長浜市条例第135号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１今地区農業集落排水処理施設の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和３年２月１日から施行する。 
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議案第１３０号 

 

長浜市公共下水道事業に係る受益者の負担に関する条例の一部改正について 

 

長浜市公共下水道事業に係る受益者の負担に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市公共下水道事業に係る受益者の負担に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市公共下水道事業に係る受益者の負担に関する条例（平成18年長浜市条例第165号）

の一部を次のように改正する。 

附則第４項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割

合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。）」に、

「。以下この項において」を「。以下」に改め、「（以下この項において「特例基準割合

適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年における特例基準割合」を「そ

の年における延滞金特例基準割合」に、「当該特例基準割合に」を「当該延滞金特例基準

割合に」に改める。 

附則中第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項の次に

次の１項を加える。 

５ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項に規定する加

算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年０．１パーセント未満の割合であると

きは、年０．１パーセントの割合とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の附則第４項及び第５項の規定は、令和３年１月１日以後の期

間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお

従前の例による。 
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議案第１３１号 

 

長浜市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

 

長浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

長浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

長浜市消防団員等公務災害補償条例（平成18年長浜市条例第175号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第２項ただし書を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若

しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、なお従前の例により担保

に供することができる。 
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議案第１３２号 

 

長浜市民スポーツ施設条例の一部改正について 

 

長浜市民スポーツ施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   

 

 

長浜市民スポーツ施設条例の一部を改正する条例 

 

長浜市民スポーツ施設条例（平成18年長浜市条例第204号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第１びわ体育館の項を削る。 

別表第２びわ体育館の項を削る。 

別表第３びわ体育館の項を削る。 

別表第４の１９の表を次のように改める。 

１９ 削除 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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議案第１３３号 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 
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長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 20 年長浜市条例第

35号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

祇󠄀園十四ハタチ地区

地区整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された彦根長浜都市

計画祇󠄀園十四ハタチ地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が

定められた区域 

別表第２に次のように加える。 

８ 祇󠄀園十四ハタチ地区地区整備計画区域 

計画地区の区分 Ａ地区 Ｂ地区 

ア 建築物の用途の制

限 

(1) マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券販売

所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

(2) カラオケボックスその他こ

れに類するもの 

(3) 劇場、映画館、演芸場若し

くは観覧場又はナイトクラブ

その他これに類するもの 

(4) 倉庫業を営む倉庫 

(5) 工場（自動車修理工場を含

む。） 

(6) ボーリング場、スケート

場、水泳場その他これらに類

するもの 

(7) ホテル又は旅館 

(8) 畜舎。ただし、研究所及び

動物取扱業の販売・保管・貸

出に供する施設に付随するも

のを除く。 

(9) 風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律第２

条第１項第１号から第５号ま

でに規定する風俗営業又は同

条第６項から第１１項までに

規定する性風俗関連特殊営業

若しくは特定遊興飲食店営業

の用に供する建築物 

次に掲げる建築物以外の建築

物 

(1) 住宅（ただし、一戸建専用

住宅に限る。） 

(2) 住宅で事務所、店舗その他

これらに類する用途を兼ねる

もののうち政令第１３０条の

３に定めるもの 

(3) 診療所 

(4) 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物で政令第１３０条

の４に定めるもの 

(5) 町内会等の地区住民を対象

とした社会教育的な活動又は

自治会活動の目的に供するた

めの集会所その他これに類す

るもの 

(6) 前各号の建築物に付属する

もの（政令第１３０条の５に

定めるものを除く。） 
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(10) 共同住宅、長屋住宅、寄宿

舎又は下宿 

(11) 床面積の合計が３，０００

平方メートルを超える店舗等

又は事務所等に該当する建築

物 

イ 建築物の容積率の

最高限度 

１０分の２０ 

エ 建築物の建ぺい率

の最高限度 

１０分の６ 

オ 建築物の敷地面積

の最低限度 

２００平方メートル（すみ切りをした敷地は１８０平方メート

ル） 

キ 壁面の位置の制限 道路境界及び隣地境界から１．０メートル以上とする。 

ク 壁面の位置の制限

の適用除外 

(1) 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３．０メー

トル以下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒高が２．３メートル

以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であるもの 

(3) 壁面を有しない自動車車庫で軒高が２．５メートル以下であ

るもの 

ケ 建築物の高さの最

高限度 

(1) 建築物の高さの最高限度は、地盤面から１２．０メートルと

する。 

(2) 前面道路の路面の中心からの建築物の各部分の高さは、建築

物の壁面から前面道路の反対側の境界線までの水平距離が

２０．０メートル以下の範囲内においては、当該部分から前面

道路の反対側の境界線までの水平距離に１．２５を乗じて得た

もの以下とする。 

(3) 地盤面からの建築物の各部分の高さは、当該部分から隣地境

界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗じて得たものに

１０．０メートルを加えたもの以下とする。 

   附 則 

この条例は、彦根長浜都市計画祇󠄀園十四ハタチ地区地区計画の決定に関する都市計画法

（昭和 43年法律第 100号）第２０条第１項の規定に基づく告示の日から施行する。 
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議案第１３４号 

 

   長浜市教育大綱の策定について 

 

長浜市教育大綱を別紙のとおり策定することについて、長浜市議会の議決すべき事件等

に関する条例 （令和元年条例第 36号）第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   
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長浜市教育大綱 

令和２年１２月 

長 浜 市 

本市がめざす教育の姿（基本方針） 

つながりあい、学びあい、豊かに生きる人づくりをめざす「ながはま」 

 

私たちは、多くのひと・こと・ものと関わり、つながりを持ちながら生活することで、

今日まで穏やかで和やかな暮らしを育んできました。本市は、美しい自然環境、魅力ある

歴史遺産、地域の伝統文化など、様々な地域資源を大切にしてきました。 

人と人との心のつながりを大切にしてきた先人たちの志をこれからも後世に引き継ぐと

ともに、時代の変化に対応して積極的に新しい物事へ取り組むことで、生涯を通してお互

いに学びあい、学び続けることのできるまち「ながはま」の実現をめざします。また、お

互いの人権を尊重しあい、心豊かに満ち足りて人生を送ることができる人づくりをめざし

ます。 

 

基本目標 

・基本目標１ 乳幼児期における就学前教育を充実します 

多様化する社会の変化に伴い、コミュニケーション能力や学ぶ意欲の低下、体力の低下

など、子どもたちの育ちに影響が出てきています。生涯にわたる人格形成の基礎を培う乳

幼児期の就学前教育はとても重要なものであり、児童期における学びの基礎につながる芽

生えを育むうえでも大切なものです。 

発達の過程を見通した遊びや体験を通して、学習意欲や活動意欲を高めるとともに、家

庭や地域と連携し、子ども一人ひとりの特性に応じた支援体制を強化するなど、より質の

高い、生きる力の基礎を培う就学前教育を充実します。 

 

・基本目標２ 子どもの自立に向けて「生きる力」を育む教育を推進します 

多様化・グローバル化する社会に伴い、子どもを取り巻く環境が大きく変容する中で、

自立に向けた「生きる力」を一人ひとりに確実に身に付けさせることが重要です。生涯に

わたり学び続ける基盤を培い、充実した人生を送るための基礎づくりとして、確かな学力

と豊かな心、健やかな体の育成に取り組む一方、子ども一人ひとりの教育的ニーズを把握

し、指導・支援の充実を図ります。 

 

・基本目標３ 学校・家庭・地域のつながりを深め、地域全体の教育力の向上をめざしま

す 

社会情勢や子育てに対する意識の変化等により、教育へのニーズが多様化しています。

次代を担う子どもたちを育て、健やかに成長させることができる地域社会を実現するため

には、学校や家庭、地域が情報や課題を共有し、連携した取組が重要です。学校や家庭、

議案第１３４号 別紙 
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地域が自らの役割と責任を果たし、つながりを深めるとともに、一体となって地域全体の

教育力の向上をめざします。また、市民一人ひとりがお互いの個性や多様性を認め合い、

お互いに支えあいながら、人権が尊重される地域社会をめざします。 

 

・基本目標４ 地域の伝統・文化を生かし、郷土を愛する心を育てます 

本市には湖北地方特有の美しい自然環境、魅力ある歴史遺産、地域に根づいた伝統文化

が満ちあふれています。子どもから大人まで市民一人ひとりがあらゆる機会を通して、先

人から引き継がれてきた遺産や伝統に触れることは、郷土を誇りに思う心、ひいては郷土

を愛する心を育むため、遺産や伝統を守り次世代へ継承する取組を推進します。 

 

・基本目標５ 市民一人ひとりが学びあえる生涯学習環境の充実を図ります 

市民一人ひとりが文化や芸術、スポーツなどの生涯学習を通して、自己実現をめざし、

お互いに支えあい、学びあう中で、習得した成果を地域社会の中で生かすことは、その人

の生きがいにつながります。心豊かな暮らしが実現できるよう、市民のだれもが学びあえ

る生涯学習環境の充実を図り、学んだことを生かせる社会づくりを推進します。 

 

・基本目標６ 安全・安心で質の高い教育を支える環境を整備します 

未来を担う子どもたちが、安全・安心な環境で学び、生活できるよう教育施設の整備や

学校の適正配置の取組等、教育環境の整備・充実を図ります。また、学校や園のニーズや

今日的な課題を踏まえた教職員への研修体制の充実と、教職員があたたかさや愛をもって

子どもと向きあうことができるよう、教職員の働き方改革を推進し、質の高い教育をサポ

ートします。 
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議案第１３５号 

 

   工事請負契約について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、次のように工事請負契約を締結することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治 

 

 

１ 契約の目的  長浜伊香ツインアリーナ第２期整備工事(土木) 

 

２ 契約の方法  一般競争入札 

 

３ 契約の金額  ２１８，９７７，０００円 

 

４ 契約の相手方  長浜市下之郷町７０９番地 

アクア株式会社 

           代表取締役 西村 邦彦 
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議案第１３６号 

 

湯田まちづくりセンターの指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、次のとお

り指定管理者を指定することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   

 

 

１ 公の施設の名称 

   湯田まちづくりセンター 

 

２ 指定管理者の名称等 

   長浜市内保町２６４５番地 

   浅井湯田地域づくり協議会 

会長 清水 峯生 

 

３ 指定期間 

   令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 
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議案第１３７号 

 

下草野まちづくりセンターの指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、次のとお

り指定管理者を指定することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   

 

 

１ 公の施設の名称 

   下草野まちづくりセンター 

 

２ 指定管理者の名称等 

   長浜市北ノ郷町１０５番地 

   下草野地区地域づくり協議会 

会長 清水 庄衛 

 

３ 指定期間 

   令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 
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議案第１３８号 

 

指定管理者の指定に係る議決事項の一部変更について 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、平成２９

年議案第１１９号で議決を得て指定した浅井東診療所の指定管理者の指定に係る議決事項

を次のとおり変更することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   

 

 

１ 変更事項 

   指定管理者 

    変更後 北海道札幌市東区北４１条東１５丁目１―１８ 

        医療法人 北海道家庭医療学センター 

         理事長 草場 鉄周 

 

   （変更前 北海道登別市若草町４丁目２４番地１ 

        医療法人 若草ファミリークリニック 

理事長 草場 鉄周） 

 

２ 変更理由 

   指定管理者の法人格変更（継承日 令和３年４月１日）に伴い指定管理者を変更し

ます。 
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議案第１３９号 

 

指定管理者の指定に係る議決事項の一部変更について 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、平成３１

年議案第４４号及び令和２年議案第７６号で議決を得て指定した浅井診療所の指定管理者

の指定に係る議決事項を次のとおり変更することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年１１月２７日提出 

 

 

長浜市長 藤井 勇治   

 

 

１ 変更事項 

   指定管理者 

    変更後 北海道札幌市東区北４１条東１５丁目１―１８ 

        医療法人 北海道家庭医療学センター 

         理事長 草場 鉄周 

 

   （変更前 北海道登別市若草町４丁目２４番地１ 

        医療法人 若草ファミリークリニック 

理事長 草場 鉄周） 

  

指定期間 

    変更後 平成３１年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

   （変更前 平成３１年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

 

２ 変更理由 

   指定管理者の法人格変更（継承日 令和３年４月１日）に伴い指定管理者を変更し

ます。また、安定的な医療体制の確保のため指定期間を変更します。 
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